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₁ ．はじめに

　鋼構造架構の耐震設計は，鋼構造の特徴である靭性能に
期待し，柱脚部や梁端部といった構造部材端部に塑性ヒン
ジを生成させ，全体層崩壊機構（以降，梁降伏型）を形成
するように行うのが一般的である。しかしながら，梁端部
にはスカラップや溶接部が存在し，スカラップ底や溶接不
良を起点とした脆性破断の危険性がある。上記の塑性ヒン
ジの性能確保に関する課題は人為的な側面を持っているこ
とから完全に払拭することはできない。また，鋼構造架構
における構造部材の復元力特性は，完全弾塑性型を示すた
め残留変形が生じる可能性がある。残留変形が過大である
と構造物の継続使用が困難となり，補修には多大な資金と
期間が必要である。兵庫県南部地震では，塑性ヒンジの性

能を超えた応力が梁に作用し，スカラップ底を起点に下フ
ランジが破断する例や ₁/₁₀₀ rad程度の残留層間変形角が
生じた例が報告されている₁︶。
　残留変形低減に関する研究は，継続使用性並びに補修性
の観点から国内外で多岐にわたる手法が提案されてい
る₂～₅︶。文献 ₂）では，露出柱脚のスリップ型復元力特性
に着目して残留変形を低減する手法が提案されている。一
方で，梁断面を増大させなければ ₁層梁端部に変形が集中
し残留変形低減効果が低下することが示されている。文献
₅）では，弾性要素（PC鋼棒）と鋼製履歴ダンパーを組み
込んだ柱脚を用いて残留変形を低減する手法が提案されて
いる。しかしながら，鋼製履歴ダンパー脚部底面の面外変
形や PC鋼棒の伸び変形の減少等によって，理想化された
条件より剛性が若干低下する傾向が示されている。
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Abstract
A huge earthquake produces residual deformation of steel structures, and large residual deforma-
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reduce residual deformations, and loading tests and numerical analyses of these connections are car-
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　著者等は，残留変形低減性能が期待される楔デバイス付
接合部を提案している₆～₁₂︶。楔デバイス付接合部は，降伏
要素をボルトとし引張抵抗による塑性ヒンジを生成するこ
とから，局部座屈による不安定挙動は解消される。また，
降伏要素をボルトに限定しているため架構への残留変形に
は寄与しない。特に，楔デバイス付柱継手は，既往の研究
より，継手位置を調整することで保有水平耐力を低下させ
ない設計が可能であることを明らかにしている₁₂︶。そこで
本論文では，楔デバイス付柱継手の新たな適用方法として，
塑性変形を特定層に集約し，補修面の合理化を図る手法を
提案する。方法として，載荷実験により楔デバイス付柱継
手の復元力特性を明らかにし，数値解析により新たな適用
方法の基本的性能を検証する。

₂ ．実験概要

　本章では，楔デバイス付柱継手試験体の載荷実験を行い，
復元力特性の確認を行う。

₂.₁　試験体

　図 ₁に試験体を，表 ₁に素材特性値を，それぞれ，示す。
　試験体は，鋼製基礎を溶接接合した片持ち柱形式とし，
水平荷重に対する曲げモーメントの反曲点位置まで取り出

した柱を想定している。柱には□ -₂₀₀×₂₀₀×₉を，上部エ
ンドプレートにはPL-₄₀₀×₄₀₀×₃₂を，下部エンドプレート
には PL-₄₀₀×₄₀₀×₃₂を，アンカープレートには PL-₄₀₀×
₄₀₀×₃₂を，鋼製基礎にはH-₃₅₀×₃₅₀×₁₂×₁₉（SS₄₀₀）を
使用している。上部エンドプレート及びアンカープレート
は，面外変形に対して安全側の設計となるよう板厚を決定
している。降伏要素となるボルトには，₁₀％の伸び性能を
保証された転造ねじアンカーボルトを用い₁₃︶，ボルト径は
M₁₆を採用している。また，せん断力はエンドプレート間
の摩擦により伝達するものとし，接触面に発錆処理を施し
ている。

₂.₂　載荷装置と載荷方法

　図 ₂に載荷装置と計測位置を示す。
　載荷は，試験体柱頭部に設置したヨークに，ピンを介し
て水平ジャッキを接合し，水平荷重 Phを作用させて行う。
各ジャッキは，ピン中心とジャッキ軸心が一致するように
設置している。

図 ₁　試験体

表 ₁　素材特性値

部　　材 材質 E
（N/mm₂）

σY

（N/mm₂）
σU

（N/mm₂）
σY/σU

（％）
ε f

（％）

□ -₂₀₀×₂₀₀×₉ BCR₂₉₅ ₂₀₅,₀₀₀ ₄₅₃ ₄₈₆ ₉₃ ₁₅

PL-₄₀₀×₄₀₀×₃₂ SN₄₀₀C ₂₀₅,₀₀₀ ₃₅₄ ₅₄₀ ₆₆ ₁₉

転造ねじボルト　M₁₆ ABR₄₀₀ ₂₀₅,₀₀₀ ₃₂₅ ₄₇₃ ₆₉ ₂₄

E：ヤング係数　σY：降伏応力度　σU：引張強さ　σY/σU：降伏比　ε f：破断伸び

図 ₂　載荷装置と計測位置
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　載荷方法は，柱頭部の水平変位δhから算定した層間変形
角を制御値とした正負交番漸増繰返し載荷とする。載荷サ
イクルは，弾性域載荷として₁/₁₀₀₀，₁/₅₀₀，₁/₂₀₀ radを，
弾塑性域載荷として₁/₁₀₀，₁/₅₀ radを，それぞれの載荷で
₂サイクルずつ行う。尚，柱には構造物の自重や積載荷重
の鉛直軸力が作用すると考えられるが，基本的な復元力特
性の確認を目的としているため鉛直荷重の影響は考慮しな
い。

₂.₃　計測計画

　荷重計測として，水平ジャッキ先端に設置したロードセ
ルにより，水平荷重 Phを，各ボルト下端部に設置したセン
ターホール型ロードセルによりボルト軸力 TL, TRを，それ
ぞれ計測する。変位計測値として，水平変位 δh，エンドプ
レートの離間変位 δL, δRを，それぞれ計測する。水平変位
δhは前後 ₂ヶ所の平均値とし，鋼製基礎の計測基準点を支
持点とした木製治具からの相対変位としている。
　以上の計測値より，接合部曲げモーメント j M，エンドプ
レート回転角 eθ，圧縮合力点位置 dcを，次式により算出す
る。

j h jM P h h= ⋅ −( )  （₁）

e
L R

D
θ δ δ= −

 （₂）

d
M d T

Tc
j t i

i

=
− ∑ ⋅
∑  （₃）

　ここに，h：反曲点高さ，j h：柱継手高さ，D：エンドプ
レートに設置した変位計測間距離，Σdt・Ti：柱断面図心
からボルト軸心までの距離とボルト軸力を乗じたものの総
和，Σ Ti：ボルト軸力の総和である。

₂.₄　復元力特性モデル

　図 ₃に復元力特性モデルを，図 ₄に抵抗機構を，それぞ
れ，示す。
　耐力評価は，図 ₄の引張力を受けるボルト列のみが抵抗
すると仮定し，Bi-linear型として評価する。また，圧縮合

力点位置は柱フェイス位置（dc＝₁₀₀）と仮定している。剛
性評価は，露出柱脚と類似した抵抗機構を想定できること
から，露出柱脚の弾性回転剛性式を適用する。接合部降伏
曲げモーメント j MY，弾性回転剛性 j Kを，次式により算出
する。

j Y Y c tM n A d d= ⋅ ⋅ ⋅ +( )σ  （₄）

j
c t

b

K
E n A d d

R l
=

⋅ ⋅ ⋅ +( )
⋅

2

 （₅）

　ここに，n：引張ボルト本数，σY：ボルト降伏応力度，
A：ボルト断面積，dt：柱断面図心からボルト軸心までの距
離，dc：柱断面図心から圧縮合力点位置までの距離，E：ヤ
ング係数，lb：ボルト有効長さ，R：エンドプレート等の弾
性変形を考慮した低減係数（R＝₂₁₄︶）である。

₃ ．実験結果及び考察

　図 ₅に j M-eθ 関係を，図 ₆に dc-eθ 関係を，それぞれ，示
す。尚，図 ₅には，復元力特性モデル及び圧縮合力点位置
dcを変数とした接合部最大曲げモーメントの耐力線も併せ
て示す。また，ボルトのひずみ硬化開始時を□で記してい
る。図 ₆には，ひずみ硬化の影響を無視した圧縮合力点位
置の履歴曲線を破線で示している。

図 ₃　復元力特性モデル 図 ₅　j M-eθ 関係

図 ₄　抵抗機構
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　図 ₅より，楔デバイス付柱継手は，ボルト塑性化後も原
点から立ち上がりを生じ，原点立上り型復元力特性を有し
ていることがわかる。また，載荷剛性・除荷剛性共に復元
力特性モデルと良好に対応しており，柱継手の弾性回転剛
性 j Kは，露出柱脚の弾性回転剛性式である（₅）式（R＝₂, 
dc＝₁₀₀）を用いて評価できる。
　一方で，実験値と解析値の対応として，ボルト降伏後，
接合部曲げモーメントが増加し，エンドプレート回転角が
復元力特性モデルと比較して小さい値を示している。これ
は，圧縮合力点位置の推移やボルトのひずみ硬化に起因す
る。図 ₆より，エンドプレート回転角が増加することに伴
い，圧縮合力点位置が柱フェイス位置からエンドプレート
端部方向へ推移していることがわかる。従って，モーメン
トアームが長くなることにより接合部曲げモーメントが増
加していると考えられる。更に，接合部曲げモーメントの
増加の軌跡ついて，ひずみ硬化を考慮しない場合，最大耐
力は dc＝₂₀₀の耐力線と一致している（図 ₅中□）。これは，
図 ₆の圧縮合力点位置の推移と一致しており，圧縮合力点
位置の推移が接合部曲げモーメントの増加に寄与している

ことを示す。尚，エンドプレート回転角が復元力特性と比
較して小さい値を示していることも，同様の理由である。

₄ ．楔デバイス付柱継手を適用した架構の数値解析

　本章では， ₃層 ₁スパンラーメン架構において，柱脚部
にスリップ型復元力特性を，柱継手に原点立上り型復元力
特性を仮定した解析モデルを対象に地震応答解析を行い，
他モデルとの耐震性能の比較を行う。第 ₁章にて前述した
が，文献 ₂）で柱脚のスリップ型復元力特性を活用した残
留変形低減手法が提案されており，本解析モデルでも採用
している。

₄.₁　解析モデル

　図 ₇ に解析モデルを，図 ₈ に S -jC type想定ディテール
を，表 ₂に部材リストと断面性能を，それぞれ，示す。
　架構は，柱に□ -₃₀₀×₃₀₀×₁₂を，梁にH-₄₀₀×₂₀₀×₈×
₁₃を，それぞれ採用し柱梁耐力比は₁.₃以上である。構成要
素としては，柱には ₂節点ビーム要素，梁には節点に質点
を有する ₂節点ビーム要素を用いる。また，各質点につい
ては，鉄骨造として一般的な ₈ kN/m₂の荷重が ₇ m×₇ m

図 ₆　dc-eθ 関係

図 ₇　解析モデル

図 ₈　S -jC type想定ディテール
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の支配面積を持つ床に作用するとして算出している。尚，
楔デバイス付接合部を適用すれば，楔デバイスやエンドプ
レート等の影響により重量が増加するが，本解析モデルで
は，振動特性の把握を目的としているため，これを考慮せ
ず，各解析モデルで同じ重量としている。
　解析モデルは，柱脚を固定とし梁降伏型を想定した N 

type，柱脚部をスリップ型復元力特性とし梁降伏型を想定
した S type，柱脚部をスリップ型復元力特性とし柱継手を
原点立上り型復元力特性として層崩壊型を想定した S -jC 

typeの ₃種類を用いる。解析変数は，接合部形式としてお
り，S typeの耐力は柱より先行して降伏することや残留変
形に与える影響を加味して柱脚耐力をMY＝₀.₈CMP程度と
なるように設計している。S-jC typeは，柱継手位置を梁図
心位置から₅₀₀ mmとし， ₂層以上の層が弾性範囲となる
ように耐力を小さく設計している。従って，節点振り分け
法で考えた際，₁層の保有水平耐力はN typeと比較して ₅
割程度まで小さくなる。尚，N typeの柱脚は埋込み柱脚を，
S type及び S-jC typeの柱脚はアンカーボルト降伏先行型露
出柱脚をそれぞれ想定している。

₄.₂　回転ばね特性

　図 ₉に回転ばね特性値の定義を，表 ₃に回転ばね特性値
を，表 ₄に楔デバイス付柱継手寸法値を，それぞれ，示す。
　S type及び S -jC typeは，復元力特性を想定した回転ばね
を設ける。また，柱の軸力比が ₁割以下と小さく，鉛直軸
力が柱の復元力特性に与える影響は小さいと考え，付加曲
げ抵抗を無視する。尚，楔デバイス付柱継手の回転ばね特
性値はボルト降伏後の接合部曲げモーメントの増加を無視

し₂.₄節の（₄），（₅）式により算出する。

₄.₃　解析方法

　数値解析には，非線形解析プログラムであるCLAP.f₁₅︶を，
楔デバイス付接合部の原点立上り型復元力特性が考慮でき
るよう，コード修正したものを使用する。部材の塑性化は，
一般化硬化ヒンジ法により考慮し，部材の応力度 -ひずみ
度関係はBi-linear型（降伏後剛性比₁/₁₀₀）としている。地
震応答解析には，Newmark β 法の β 値₁/₄，数値積分時間
間隔₁/₂₀₀秒，減衰のタイプは瞬間剛性比例減衰とし，一次
減衰定数は，一般的な構造物を想定して₀.₀₂としている。
尚，床スラブの梁の合成効果による剛性・耐力の増加，露
出柱脚および楔デバイス付柱継手への変動軸力による影響
は考慮していない。
　入力地震波は，El Centro波 NS成分，Taft波 EW成分，
Hachinohe波 NS成分，JMA Kobe波 NS成分の最大速度
を，それぞれ ₀.₅ m/sとなるよう，最大加速度を基準化し

表 ₂　断面リストと断面性能

種別 断面寸法 σY

（N/mm₂）
A

（mm₂）
Ix

（mm₄）
ZP

（mm₃）
MP

（kNm）

柱 □ -₃₀₀×₃₀₀×₁₂ ₂₉₅ ₁.₃₃×₁₀₄ ₁.₈₁×₁₀₈ ₁.₄₂×₁₀₆ ₄₁₈.₉

梁 H-₄₀₀×₂₀₀×₈×₁₃ ₂₃₅ ₈.₃₄×₁₀₃ ₂.₃₅×₁₀₈ ₁.₃₁×₁₀₆ ₃₀₇.₉

σY：降伏応力度　A：断面積　Ix：断面 ₂次モーメント　ZP：塑性断面係数　MP：全塑性
モーメント

図 ₉　回転ばね特性値の定義

表 ₃　回転ばね特性値

モデル 部位 j K（kNm/rad） j MY（kNm）

S type 柱脚 ₄.₂₀×₁₀₄ ₃₂₃.₀

S -jC type
柱脚側 ₁.₇₃×₁₀₄ ₂₀₈.₃

柱頭側 ₅.₀₄×₁₀₄ ₂₇.₃

表 ₄　楔デバイス付柱継手寸法値

モデル φ dc（mm） dt（mm） lb（mm）

S -jC type M₁₆ ₁₅₀ ₂₀₀ ₃₂₀
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た波を用いる。従って，解析モデル ₃体，地震波 ₃ケース
の計₁₂ケースの解析を行う。
　表 ₅に固有周期を示す。 ₁次固有周期は，各解析モデル
で回転ばね特性値及び剛性が異なることから差異が生じて
いる。従って，入力エネルギー量が異なり一部の比較が困
難であるため，エネルギー量に関する考察は行わない。

いる。S-jC typeは設計段階において崩壊層のみの塑性化を
許容し楔デバイス付柱継手の耐力を低下させている。更に，
一つの柱に対して ₂つの回転ばねを設けていることから崩
壊層の剛性が低下し応答変位が増加する。一方で， ₂層以
上の層間変形角は N type及び S typeと比較して小さくな
る。これは，変形が崩壊層に集約し ₂層以上の層に応答変
位が現れにくいためである。

₅.₂　残留層間変形角 lastri分布

　図₁₁に残留層間変形角 lastri分布を示す。
　図₁₁より，S-jC typeは全ての地震波において残留変形が
生じていないことがわかる。崩壊機構を形成する層におい
ては原点立上り型復元力特性により残留変形が生じず，塑
性変形を接合部に集約することで，他層は弾性状態を保持
する。また，Taft波を除いて S typeはN typeよりも残留変
形が低減される傾向にあり，JMA Kobe波で ₀.₀₀₃ rad程
度の残留変形角を生じている。残留許容層間変形角₀.₀₀₅ 
rad ₁₆︶ は超えていないが，残留層間変形角を更に低減する
ためには，残留変形に寄与している梁の断面を増大させる
必要があり₂︶，不経済となる。また，N typeでは JMA Kobe

波で残留許容層間変形角₀.₀₀₅ radを越えている。

₅.₃　層間変形角 ri時刻歴・絶対加速度応答α i時刻歴

　図₁₂に層間変形角 ri時刻歴を，図₁₃に絶対加速度応答α i

時刻歴を，それぞれ，示す。尚，図₁₂，₁₃はN typeと S-jC 

表 ₅　固有周期

モデル ₁次固有周期（s）

N type ₀.₇₄

S type ₀.₇₉

S-jC type ₀.₈₄

図₁₁　残留層間変形角 lastri分布

図₁₀　層間変形角 ri分布

₅ ．数値解析結果と考察

₅.₁　層間変形角 ri分布

　図₁₀に層間変形角 ri分布を示す。尚，図₁₀はある層が最
大層間変形角に達したときの変形分布を示している。
　図₁₀より，N typeとS typeを比較すると，S typeの方が，
層間変形角が大きくなる傾向にあることがわかる。これは，
S typeは柱脚降伏後スリップ型の復元力特性を示すことか
ら，層の剛性が低下し応答変位が増加するためである。ま
た，S-jC typeと他の解析モデルを比較すると，S-jC typeは
全ての地震波において崩壊層の層間変形角が大きく生じて
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typeの数値解析結果とし El Centro波 ₀ ～₄₀秒の結果を示
す。また，それぞれの最大値を併せて記している。
　図₁₂より，₁層最大層間変形角はN typeと比較して ₃倍
以上の値を示しているが，₂層最大層間変形角はN typeの
₁/₂以下となっていることがわかる。また， ₂層 S -jC type

の応答変位は ₈秒以降ほとんど生じておらず， ₁層に変形
が集約される。従って，変形は崩壊層に集約し，崩壊層よ
り上層の応答変位は低減される。
　図₁₃より，₁層最大加速度はN typeと比較して大きくな
り，₂層では若干小さくなる。また，₂層 S-jC typeの絶対
加速度は ₀～ ₃秒の領域でN typeとほぼ同様の性状を示す
が，₁層の柱脚が降伏しスリップ現象を生じる ₃秒以降は，
N typeよりも絶対加速度が低減されている。更に，₁₀秒以
降の ₂層応答加速度の低減率は N typeの₁/₂程度であり，
S-jC typeは崩壊層より上層の加速度を低減できることがわ
かる。

₆ ．結　論

　本論文では，楔デバイス付柱継手の載荷実験及び楔デバ
イス付柱継手を適用した架構の数値解析を行い，耐震性能

を明らかにした。得られた知見を以下に示す。
　 ₁．楔デバイス付柱継手の復元力特性は，原点立上り型
復元力特性を示す。
　 ₂．S-jC typeは，残留変形が生じず継続使用に影響はな
い。更に，損傷したボルトは容易に交換することができ，
崩壊層に損傷を集約させるため補修性に優れる。
　 ₃．S-jC typeは，崩壊層より上層の層間変形角・加速度
の応答低減ができる。
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